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１１１１    研究開発課題の背景研究開発課題の背景研究開発課題の背景研究開発課題の背景     

 

(社会的・経済的・技術的背景） 

 近年，情報通信分野の目覚ましい技術革新が進み，さらに各種規制改革の推進により事

業者間の競争も進み，通信・放送の市場は大きな成長を遂げている。多様な情報通信イン

フラの整備により，多彩な情報通信サービスが実現している。この中でも特に顕著な成長

を遂げているサービスはインターネットであり，我が国におけるインターネット利用者数

は，平成 15年末で 7730万人（対前年比 788万人増），人口普及率は 60％を超えている(対
前年比６．１％増)。特に，ブロードバンド利用率が大幅に増加し，対前年比 18.2 ポイン

ト増の 47.2%とインターネット利用者の半数近くに達しており，今後も堅調に推移すると

考えられる。 
 このように，多様な情報通信インフラの整備・高度化が進展し，インターネットも急速

に発展している状況の中で，宇宙通信についても国内・国外ともにインターネットをはじ

めとしたサービスの高度化・多様化が進展している。 
 情報通信分野は我が国経済の中で重要な位置づけにあり，平成 13 年 1 月に「高度情報

通信ネットワーク社会形成基本法」が施行された。さらに，宇宙通信に関して，インター

ネット網を形成する情報通信インフラの一つであり，「e-Japan 重点計画-2003」では世界

最高水準の高度情報通信ネットワーク形成に向けた研究開発促進の一環として，「無線超高

速の固定用国際ネットワークを構築するため，2005年までに超高速インターネット衛星を

打ち上げて実証実験を行い，2010年を目処に実用化する」旨が言及されている。 
 近年の技術革新や市場ニーズの変化などにより，今後計画されている衛星通信サービス

では，ブロードバンド衛星通信サービス，移動体衛星通信サービスを行うことがトレンド

となっている。また，そのサービス提供地域が，いずれも国内だけではなく，複数国をカ

バーする地域，又は，全世界を対象としている点も共通したトレンドである。こうした背

景には，世界的なインターネット及び移動通信の爆発的普及や地上インフラの発展により，

地上と衛星の競争領域の拡大があると考えられる。すなわち，地上インフラと同様に，衛

星によるインターネットや移動通信に対するニーズも増大している。一方，地上インフラ

と差別化を図る観点から，サービス地域について，広域性という衛星の強みが発揮できる

地上の通信インフラが未整備な地域，上空，海上や，全世界を一度にカバーする方向にニ

ーズがシフトしていく傾向にある。 
 
(意義・必要性） 
 我が国では以前から，最先端技術の開発を目的とした宇宙開発と，新たな通信・放送サ

ービスの実現という観点から，BS・CS の開発推進，実用化を図ってきた。それとともに

衛星放送サービスを開始し，通信衛星・放送という新規市場も創出してきた。 
 このような衛星利用における主な特徴・メリットは以下に示す通りである。 

・同報性： サービスエリア内のユーザに一斉に情報配信可能 
・広域性： サービスエリアが広い 
・移動性： アンテナの設置によりいつでもどこでも回線の設定が可能 

特に，陸地から離れて長距離を移動する航空機や船舶に対するブロードバン

ド通信を行う手段として，現状では他に代替技術が存在しないため，衛星に

よる航空機インターネットサービスが開始されている。 
・広帯域性： 広帯域の伝送が可能  

地上系の無線システムよりも高い周波数の使用が容易であり，広帯域の周波

数割当てを活かした高速伝送，広帯域伝送が実現可能である。 
通信速度の目標としては，地上の有線・無線とも 2010 年頃には 100Mbsp
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オーダのアクセス回線が一般化すると考えられることから，衛星通信におい

ても，同時期に小型地球局で 100Mbps オーダの通信速度を達成する必要が

ある。 
・即応性： 端末さえ用意すればすぐにサービス利用可能 

災害が発生した場合でも回線の確保が可能である。また，イベント，遠隔

医療，遠隔教育などに有効である。 
 
 事実，衛星を利用した通信・放送サービスの需要は順次拡大してきており，今後も情報通信のト

ラフィック需要に整合したシステムを適宜構築することによって，十分な貢献が期待できる。しかし

ながら，現状のシステムを継続使用していく限りにおいては，衛星通信分野における勢いは頭打

ちの状況であることは否めない。特に，今後は，移動性及び広帯域性を活かしたサービスとして，

移動体を対象としたブロードバンド衛星通信・放送サービスの実現が期待される。 

 このように，宇宙通信はその特徴を活かし，地上の情報通信インフラと相互に補完しつつ，全体

的には経済的なネットワークを形成している場合が多い。さらに，対災害性，緊急性に対するニー

ズは高く，自動車のみならず，船舶，航空機などに対する広帯域の通信手段としては，他に代替

器手段がないことから，単に経済的な観点からだけでなく将来的にもサービス提供が必要となる

基盤的な情報通信インフラとして衛星通信は重要である。さらに，面積カバー率 100%のブロード

バンド移動通信サービスを実現する唯一の手段であり，デジタル・ディバイドの是正に有効であ

る。 

 「e-Japan 戦略」及びその後策定された「e-Japan 重点計画-2003 」では，移動通信サービスに関

し，「無線インターネット環境を実現し，シームレスな移動体通信サービスを実現する。」との目標

を掲げている。また，総合科学技術会議が取りまとめた情報通信分野の重点領域においても，「い

たるところにネットワークが存在する（ユビキタスなネットワーク）」を目標としており，総務省では次

世代の情報通信戦略「ユビキタスネット・ジャパン(u-Japan)」構想を策定した。こうした目標をふまえ，

ユーザニーズに応えるためには，ブロードバンドサービスを含めて，面積カバー率 100%（海上，

上空を含む）となる，地上の移動通信サービスを補完する衛星による移動体通信サービスの実現

が必要である。 

 
(研究開発課題全体の目的） 
 以上のような背景から，今後，新たな衛星通信・放送技術では，以下の実現，性能向上

が重要である。 
 
(1) マルチビーム化 
 インターネットの爆発的なトラフィックの増大への対応を，限られた周波数資源で行うには，周波

数を高めるだけでは不十分であり，周波数資源を有効に活用する技術を組み合わせる必要があ

る。具体的には，マルチビーム化により，周波数の空間的な再利用することで，衛星全体のスルー

プットを大幅に向上させることが可能になる。 

 また，マルチビーム化には，ビームを絞ることで，衛星送受信アンテナの利得を向上さ

せ，高速化を図ることができるメリットもある。 
 
(2) 地上局の小型化 
 あらゆるところで衛星インターネット等の利用を実現するためには，地球局を，どこに

でも設置可能にするために小型軽量化，低消費電力化を図る必要がある。地球局に負担を

かけずに，これを実現するには，衛星側の送信電力を高めることが有効である。これには，

上述のマルチビーム化，サービスエリアに合致したビームパターン化，大規模アレーアン

テナが有効である。将来的には，衛星からのビームを地球局の移動に従ってトラッキング

する技術も期待される。 
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(3) 自在なビーム制御 
 衛星，国際サービスを提供する場合，現状では需要の高い地域を予め固定ビームでカバ

ーするような衛星の設計を行っているが，10〜15年という衛星の運用期間中に対象地域内

の各国の経済情勢や地上インフラの整備状況が変化し，当初想定していた需要と大きく異

なっていくことも考えられる。このような場合に対処するためには，衛星打ち上げ後にも

ビームのカバレージを変更できるようにしておくことが必要である。 
 
(4) 柔軟な回線設定 
 今後の高速化には，使用可能な帯域が広い高周波数帯(たとえば Ka帯)の利用が不可欠で

ある。しかしながら，Ka帯は Ku帯などと比較して降雨減衰が大きいことから，回線の稼

働率が低下しやすい。その対策として，降雨地域向けに衛星側の送信電力を増大させて，

降雨減衰を補償する必要がある。特に，降雨の多いアジア・太平洋地域にはニーズが高い

技術である。 
 こうしたビーム制御により，降雨減衰対策の他にも，例えば災害の発生によりトラフィ

ックが大きく変動した場合等にも，需要が増加した地域への送信電力の割当てを増やすこ

とができ，柔軟な回線設定が可能となる。 
 
以上のような要求を実現させる手段として，フェーズドアレーアンテナ装置によるビー

ム形成技術は有効であり，様々な研究・開発が進められている。フェーズドアレーアンテ

ナを用いることにより，上述のようなメリットを享受することが可能となる。より高いサ

ービスを実現するために，フェーズドアレーアンテナ装置に対して，さらなる多ビーム化，

大規模アレー化，高周波数化が必要となる。その一方，衛星の搭載可能質量，容積，消費

電力の制限から，装置の小型化・軽量化・低消費電力化が望まれている。  

 従来，フェーズドアレーアンテナへのビーム形成手段としては，アンテナ各素子，ビー

ム毎に，マイクロ波位相器で各アンテナ素子への給電位相を制御するビームフォーミング

ネットワーク (BFN)と，デジタル信号処理によりビームパターンを制御するデジタルビー

ムフォーミング (DBF)がある。しかしながら，実用化されているものは，サイズ，消費

電力などの制限により，限られた規模のものとなっている。以上のような状況を解決する

ブレークスルーの一つとして，本研究開発では第 3 のビーム形成手段として，光信号処理

技術を用いてアレーアンテナの放射パターンを制御する，“光制御ビーム形成”（OBF: 

Optical Beam Forming）技術の開発を行うことを目的とする。 

 
参考までに，研究開発分野の現状として，図 1-1 に様々な機関から報告されている光制

御型ビーム形成技術について，アンテナ素子数—周波数の関係を示すとともに，本研究開

発の目標の位置づけを示す。 
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図 1-1 光制御型ビーム形成回路のアンテナ素子数と周波数の報告例 
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２２２２    研究開発研究開発研究開発研究開発の全体計画の全体計画の全体計画の全体計画    

 

２－１２－１２－１２－１    研究開発課題の概要研究開発課題の概要研究開発課題の概要研究開発課題の概要    

 

 最終的な衛星搭載用アンテナ装置として，アンテナ素子数 1000 素子クラス，ビーム数

50ビーム以上，周波数 L帯から Ka帯の任意の帯域にて使用可能なフェーズドアレーアン

テナ装置を実現するためのキー技術であるビーム形成技術の研究開発を行う。本研究では，

上記性能を目指し，光信号処理を用いてアレーアンテナのビームパターン制御を行う光制

御ビームフォーミング技術及の研究開発を行う。 
 具体的には，光学的フーリエ変換機能を利用した光信号処理回路により，アンテナ励振

振幅，位相分布の演算を行う。 
 光技術を適用することにより，次のような効果が期待できる。 
 
・ 小型・軽量化 
マイクロ波位相器による BNFでは，通常“アンテナ素子数”×“ビーム数”の位相器及び，制

御信号用のラインが必要であり，素子数及びビーム数が増大すると，回路規模は著しく増

大する一方，本方式では空間光並列信号処理により，アンテナ素子数，ビーム数に対する

処理回路の依存度は小さく，多素子化，マルチビーム化に有利である。 
 
・ 広帯域化，高周波数化が容易 
 マイクロ波のキャリア数周波数の数 GHz〜数 10 GHzに対し，周波数約 190THz(1.5μ
m)の光周波数領域で処理を行うため，ビーム形成回路はマイクロ波周波数にほとんど依存

しない。 
さらに，伝送路に光ファイバを使用することから，耐電磁干渉，低伝送損失，フレキシ

ブルな給電線が可能である。 
 
本研究開発では，このような特徴を持つ光制御ビーム形成技術として，以下の技術開発

を行う。 
(ア) 光信号処理回路技術 
任意の光の波面（振幅，位相）生成，制御を行う光信号処理回路技術の開発を主に行う。 
波面生成に関しては，空間光変調器の検討，設計，製作により，任意の光波面の生成技

術を確立する。波面制御技術に関しては，所望のアンテナ放射ビームに必要な，アンテナ

励振信号を光信号処理により算出する技術を開発し，前記，空間光変調器への入力信号と

する。 
開発期間の後半では，マルチビーム化技術の開発を行う。マルチビーム化は，光の空間

での波長分波，合成技術による波長多重化技術を適用した光信号処理回路技術を開発する。 
その他に，基本特性として，光により形成したマイクロ波信号の位相雑音，S/N の向上

化技術開発を行う。 
 

(イ) 指向性合成技術 
光制御ビーム形成回路に適した指向性合成技術の開発を行う。 
光制御ビーム形成回路はまだ基礎研究段階であり，空間光変調器で形成した光の波面分

布とアレーアンテナ放射ビームとの関係についての指向性合成技術は確立されていない。

本研究では，光信号処理ビーム形成回路に適した解析技術の開発を行い，低サイドローブ

化技術，ビーム強度分布の制御技術，キャリブレーション技術の開発を確立する。 
最後に，上記(ア)にて試作した光信号処理回路を用いて実験による検証を行う。 
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２－２２－２２－２２－２    研究開発目標研究開発目標研究開発目標研究開発目標    

 

２－２－１２－２－１２－２－１２－２－１    最終目標（最終目標（最終目標（最終目標（平成平成平成平成 21212121 年年年年 3333 月末）月末）月末）月末）    

 

 「移動体向け超高速通信衛星搭載ビーム形状可変マルチビームアンテナ装置の研究開発」 

以下の性能を有するアレーアンテナ用ビーム形成回路を実現する。 

・アンテナ素子数：100素子以上 

・周波数 L~Ka帯の任意のバンド使用可能 

・ビーム数：10ビーム以上，かつ各ビームを独立に制御可能 

(ア) 光信号処理回路技術に関する研究開発 

・空間光波長分波，多重（10波）技術の確立 

(イ) 指向性合成技術の開発 

・サイドローブレベル < -25 dB 

・光領域での校正技術の確立 

 

 

２－２－２２－２－２２－２－２２－２－２    中間目標（平成中間目標（平成中間目標（平成中間目標（平成 19191919 年年年年 1111 月末）月末）月末）月末）    
 

以下の性能を有するアレーアンテナ用ビーム形成回路技術を開発する。 

・アンテナ素子数：64素子以上 

・周波数 L~Ku帯の任意のバンド使用可能 

・ビーム数: 4ビーム以上，ビーム方向，形状の制御可能 

(ア) 光信号処理回路技術に関する研究開発 

・任意の光波面形成技術の確立，波面制御技術の開発 

・４波の波長分波，合波技術の開発 

(イ) 指向性合成技術の開発 

・ サイドローブレベル < -20 dB 

・ 光領域での校正技術の実証    

 

 



 9

２－３２－３２－３２－３    研究開発の年度別計画研究開発の年度別計画研究開発の年度別計画研究開発の年度別計画    

 

（金額は非公表） 

研究開発項目 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 計 備 考 

 

ア. 光信号処理回路技術 

 

 (1) 光波面生成、制御技術 (ビーム成形) 

 

 (2) マイクロ波/光、光/マイクロ波変換 

   技術の開発 

 

  (3) 光多重化技術 (マルチビーム化) 

 

イ. 指向性合成技術 

 

  (1) 指向性合成技術  

     (アンテナ放射パターン解析、 

      低サイドローブ化技術) 

 (2) アンテナ校正技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

間接経費 

       

 

合   計 

 

       

注）１ 経費は研究開発項目毎に消費税を含めた額で計上。また、間接経費は直接経費の３０％を上限として計上（消費税を含む。）。 

  ２ 備考欄に再委託先機関名を記載 

  ３ 年度の欄は研究開発期間の当初年度から記載。 
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３３３３    研究開発体制研究開発体制研究開発体制研究開発体制    

 

３３３３－－－－１１１１    研究開発実施体制研究開発実施体制研究開発実施体制研究開発実施体制    

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者 

(千葉 勇) 

主席研究員 

(平野 嘉仁) 

主席研究員 

(鈴木 二郎) 

主席研究員 

(秋山 智浩) 

主席研究員 

(稲葉 敬之) 

主席研究員 

(永塚 勉) 

分担：アレーアンテナ解析技術 

分担：光波面計測・制御技術 

分担：光信号処理回路設計技術 

分担：光/マイクロ波変換技術 

主任研究員 

(竹村 暢康) 

光信号処理回路技術開発 

指向性合成技術開発 

主任研究員 

(今城 正雄) 分担：光モジュール設計技術 
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４４４４    研究開発実施状況研究開発実施状況研究開発実施状況研究開発実施状況 

 

4444－－－－1111    光信号処理回路技術光信号処理回路技術光信号処理回路技術光信号処理回路技術((((光波面生成技術光波面生成技術光波面生成技術光波面生成技術))))の研究開発の研究開発の研究開発の研究開発 

4444－－－－1111－－－－1111    はじめにはじめにはじめにはじめに     

光技術を適用したアレーアンテナの制御技術として，様々な方式の研究開発が行われている．

衛星搭載に重要な小型化，軽量化，及び低消費電力化の観点から，平成 16 年度に方式トレード

オフを実施し,反射型の空間位相変調器を用いた光波位相制御方式を選定した． 

今年度，空間光変調器で形成すべき光波面の演算技術の基本検討を行い,反射型空間光変

調器などの主要な要素デバイスの試作試験を実施した．本節では，信号処理のアルゴリズム及び,

試作デバイスの評価結果について示す． 

 

    

 

4444－－－－1111－－－－2222    光信号処理回路の光信号処理回路の光信号処理回路の光信号処理回路のアルゴリズムアルゴリズムアルゴリズムアルゴリズム検討検討検討検討    

４－１４－１４－１４－１－２－－２－－２－－２－１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに    

    

 本研究開発における光制御型ビーム形成回路では、フーリエ変換光学系型と、空間位相

制御型とのトレードオフを行い、空間位相制御型を選定した。空間位相変調型の光制御型

ビーム形成回路の概念図を図４－１－１に示す。空間位相変調型においては、空間光位相

変調器が変換する光波の位相変換量を、アンテナ開口における個々の素子アンテナの形成

すべき電界位相に一致させればよく、従って一般のアレイアンテナにおいて移相器によっ

て行っていた素子アンテナの位相制御をそのまま適用できる利点がある。しかし、アンテ

ナビームの放射強度分布を所望のパターンに制御するためには、空間光位相変調器による

位相変換量を如何に形成すべきかが事前に計算されて既知の場合にのみ有効であり、また、

前記計算は膨大な計算量であって装置上でリアルタイムに行うことは困難であった。本研

究では、光信号処理の適用により、アンテナビームの放射強度分布を任意のパターンとす

るための空間光位相変調器の位相変換量演算を装置上で実現する、空間位相変調量演算装

置の開発を行っている。ここでは、信号処理のアルゴリズム検討と、この演算アルゴリズ

ムを光信号処理により、高速に行う装置構成の検討結果を示す。 
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図４－１－１：光制御ビーム形成回路の概念図図４－１－１：光制御ビーム形成回路の概念図図４－１－１：光制御ビーム形成回路の概念図図４－１－１：光制御ビーム形成回路の概念図    

    

    
４－１－２－４－１－２－４－１－２－４－１－２－２．空間光変調器制御のアルゴリズム検討２．空間光変調器制御のアルゴリズム検討２．空間光変調器制御のアルゴリズム検討２．空間光変調器制御のアルゴリズム検討    
    

 図４－１－１に示す光制御型ビーム形成回路において、空間光変調器が形成すべき位相

変換量は、素子アンテナの形成すべき電界位相に一致させればよいので、以下、素子アン

テナの電界位相の決定方法に置き換えて考える。素子アンテナで形成されたアンテナ開口

上の電界と、この電界が回折伝播して形成されるアンテナビームの電界とはフーリエ変換

の関係にある。次に、所望のアンテナ放射強度に適当な位相を組み合わせた電界を定義す

る。前記関係により、この仮想的な電界を逆伝播演算、すなわち逆フーリエ変換すれば、

アンテナ開口上の電界分布が計算できる。当然ながら、所望のアンテナ強度と組み合わせ

る位相に依存して、得られるアンテナ開口上の電界分布は無数に存在するので、この位相

を決定する方法が課題のひとつである。位相を決定するための条件の一つとして、アレイ

アンテナは有限の数の素子アンテナで構成された有限の開口をもつという制限条件がある。

すなわち、アレイアンテナで形成できる電界の範囲内で、前記アンテナ放射電界の位相を

決定する必要がある。 
 前記アレイアンテナの制限条件から、アンテナ放射強度分布の位相を決定するという問

題は、非線形最適化問題に属し解析的には決定できない。非線形最適化問題の解法として

はモンテカルロ法、シミュレーテッドアニーリング法、GA（遺伝的アルゴリズム）法など

が知られているが、共通することはなんらかの評価関数を定義し、この評価値が目標条件

範囲内に収まるまでパラメータを変えて反復計算を行うことである。今回の場合は、２次

元のフーリエ変換と逆フーリエ変換とを多数回繰り返すことになる。このような反復計算

を電子計算により行うことは従来膨大な時間を要したが、光信号処理を用いればレンズの

光位相分布
制御回路

ロ
ー

カ
ル

光

マイクロ波
信号源

O/E: 光電変換器

O/E
O/E
O/E

O/E アレー
アンテナ

マイクロ波

光ファイバー
アレー

空間光
変調器
(位相)

ミラー

入力信号光

反射信号光
(位相変調光)

ド
ラ
イ
バ

ド
ラ
イ
バ

アンテナ給電位相
（空間光変調器入力信号）

演算装置

光変調器
光ファイバ

増幅器
レーザー

空間型光分波回路
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フーリエ変換作用により瞬時にフーリエ変換と逆フーリエ変換を行うことが可能である。 
 次に、最適解に到達するためのアルゴリズムであるが、光信号処理に親和性のあるアル

ゴリズムとして、CGH（Computer Generated Hologram）の設計に用いられているアル

ゴリズムの適用を考える。CGHの設計においては、ホログラムをリソグラフィで製造する

関係から位相変調量の階調や解像度に制約があり、アレイアンテナの物理制限による電界

位相を決定する今回の問題と類似性がある。CGHの最適化設計アルゴリズムとしては前述

の非線形最適化問題の解法アルゴリズム を含む様々な方法が提案されているが、できるだ

け電子計算による演算量を増やさないことを考慮して、ここでは IFTA 法について検討す

る（Iterative Fourier Transform Algorithm）。IFTA法のアルゴリズムを模式的に示した

図を図４－１－２に示す。 
 
 
 前述のようにアンテナ開口上の電界とアンテナビームの放射電界との間でフーリエ変換

と逆フーリエ変換を繰り返し行うが、このとき（１）アンテナ開口上における電界の振幅

を既知の光源の強度分布から決まる振幅（図４－１－２では G0(X,Y)）に固定する、（２）

アンテナビームの放射電界の振幅を所望のアンテナビーム放射強度から決まる振幅（図４

－１－２では U0(X,Y)）に固定する、という最低２つの制約を与える。フーリエ変換、逆

フーリエ変換を行う毎に上記（１）、（２）を行うと次第に逆フーリエ変換後のアンテナ開

口上における電界の振幅（図２では G(X, Y)）が（１）の制限条件を付与しなくても既知の

光源の強度分布から決まる振幅（G0(X,Y)）に近づいていく。G(X, Y)と G0(X,Y)の差を評価

関数として演算結果を判定し、判定が良であればアンテナ開口上の位相(Φ(X,Y))を出力す

る。 
 

 
 

図図図図４－１－４－１－４－１－４－１－２．２．２．２．IFTAIFTAIFTAIFTA法の演算アルゴリズム法の演算アルゴリズム法の演算アルゴリズム法の演算アルゴリズム    
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４－１－２４－１－２４－１－２４－１－２―３．空間位相変調量演算装置の構成―３．空間位相変調量演算装置の構成―３．空間位相変調量演算装置の構成―３．空間位相変調量演算装置の構成    
 光信号処理を含む空間位相変調量演算装置の装置構成を図４－１－3 に示す。レーザ光

源から空間に放射されたレーザビームはビームスプリッタで 2 分岐され、2 分岐された片

方のレーザビームは強度変調器に入射する。強度変調器は液晶表示素子のように、任意の

透過率パターンを形成する素子であり、所望のアンテナ放射パターンに一致するようにレ

ーザビームの強度分布を変換する。強度変調器を透過したレーザビームは２つの FT（フー

リエ変換）レンズによりフーリエ変換、逆フーリエ変換され、位相変調器に入射する。位

相変調器は反射型の液晶空間変調器であり、レーザビームのフーリエ変換波面の位相を任

意に変換する。位相変調器で反射されたレーザビームは、FTレンズ２によって逆フーリエ

変換され、ビームスプリッタを経て、ビームコンバイナに入射する。ビームコンバイナは、

前記光学変換処理を行ったレーザビームと、レーザ光源直後で 2 分岐され、光学的変換処

理を行わないレーザビームとを合波し、CCDカメラに送る。光学的変換処理を行わないレ

ーザビームは干渉計の参照波として作用し、CCDカメラは光学的変換処理を行ったレーザ

ビームの強度と位相両方を検出する。PCは、CCDカメラの出力をもとに位相変調器の変

調量を最適に制御する。 
 

 

 

 
 

 

図４－１－３．空間位相変調量演算装置の構成 
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 図４－１－3 に示した空間位相変調量演算装置の構成において、強度変調器、位相変調

器で変調されたレーザビームはアンテナビームの放射電界パターンを光波に置き換えたも

のとして作用する。また、CCDカメラの検出する光波は、前記位相、強度変調器により変

換された光波を逆フーリエ変換したものであるので、アンテナ開口上の電界分布として作

用する。このように構成することにより、図４－１－３に示す空間位相変調量演算装置は

図４－１－２に示す IFTA アルゴリズムにおける逆フーリエ変換演算を光信号処理により

行うことが可能となる。それ以外の演算処理や、アレイアンテナ制御用の空間光変調器と

の信号のやりとりは PCにおいて実行する。 
 
 
 

４－１－２－４－１－２－４－１－２－４－１－２－４．演算アルゴリズムの検証４．演算アルゴリズムの検証４．演算アルゴリズムの検証４．演算アルゴリズムの検証    
    

 計算機シミュレーションにより、IFTA法の原理確認のテストを行った。光学系の装置仕

様を検証するため、フーリエ変換、逆フーリエ変換部分はフレネル回折積分による波動伝

播計算を用いた。 
フレネル解析積分は,図４－１－４のように，光学系を ABCD 行列で記述し,下式をベース

にシミュレータを開発し,計算した. 
 
 

図４－１－４：フレネル回折積分による波動伝搬計算の概要 
 
 
計算条件を表４－１－１に示す。 
 

表４－１－１．計算条件 
 レーザビーム波長   1.55μm 
 レーザビーム強度分布   TopHat、正方形断面、10mm×10mm  
 位相変調器画素ピッチ   6.25μm 
 強度変調器画素ピッチ   6.25μm 
 位相・強度検サンプリングピッチ 125μm 
 FTレンズ焦点距離   500mm 
 

光学系光学系光学系光学系
ABCD Matrix

波面収差，波面収差，波面収差，波面収差，利得分布．利得分布．利得分布．利得分布．

開口開口開口開口形状形状形状形状，，，，偏光偏光偏光偏光特性特性特性特性，，，，

フィルタフィルタフィルタフィルタ特性，等特性，等特性，等特性，等

繰り返し繰り返し繰り返し繰り返し

再伝搬再伝搬再伝搬再伝搬
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 計算例として所望のアンテナ放射強度分布が、 
 
１．光軸方向の回折限界ビームの場合、 
２．回折限界ビームの進行方向を１．と別方向に偏向させる場合、 
３．デフォーカス位相による発散角つけた場合、 
 

の３種類について検討した。図４－１－５は光軸方向の回折限界ビームを形成する場合に

ついて、４－１－２－３で述べた反復計算の回数と、電界強度、位相の状態を２次元マッ

プで示したものである。図において、最上段は計算の制約条件である強度分布と、乱数に

より決定した空間光位相変調器の初期位相を示す。２段目以降はアンテナ開口上の電界、

及びアンテナビーム放射電界の強度、位相の演算結果であり、下段ほど反復計算回数が増

えている。この例では、反復演算回数が１０回で所望の強度分布が得られることがわかっ

た。 
 図４－１－６は、アンテナビームを偏向させる制御を行う場合のシミュレーション結果

である。１と同様 10回程度で所望の状態に収束している。 
 図４－１－７，４－１－８は所望アンテナビーム放射強度分布を発散角度を与えたパタ

ーンをとした場合の検討結果である。先の２例と比較し、多少所望パターンとの一致性に

劣るが、30回程度で概略一致した形状が得られた。また、さらに反復計算回数を９０回ま

で増やしても、あまり改善されないことがわかった。 
 
以上の結果から、最後の例である発散角制御の場合は多少課題を残しているが、所望ア

ンテナビーム放射強度分布を得るための空間光位相変調器の位相変換量演算方法として

IFTA法が有効であることを確認した。前記課題についてはローカルミニマムに陥っている

可能性があり、初期値を選択しなおすなどで対策可能と考えている。 
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所望強度分布
（ 制限条件(1) ）

アンテナ開口
強度分布

（ 制限条件(2) ）

1回目

２回目

3回目

4回目

5回目

10回目

初期値

 
  アンテナビーム放射電界  アンテナ開口上電界 
  （左：強度、右：位相）  （左：強度、右：位相） 

図４－１－５.シミュレーション結果１：光軸方向回折限界ビームの制御 
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 アンテナビーム放射電界   アンテナ開口上電界 
 （左：強度、右：位相）   （左：強度、右：位相） 

図４－１－６：.シミュレーション結果２：回折限界ビームの偏向制御 
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所望強度分布
（ 制限条件(1) ）

アンテナ開口
強度分布

（ 制限条件(2) ）

1回目

２回目

3回目

4回目

5回目

15回目

初期値

 
 アンテナビーム放射電界   アンテナ開口上電界 
 （左：強度、右：位相）   （左：強度、右：位相） 

図４－１－７：.シミュレーション結果３：ビームの発散角制御（その１） 
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アンテナビーム放射電界   アンテナ開口上電界 
 （左：強度、右：位相）   （左：強度、右：位相） 

図４－１－８.シミュレーション結果４：ビームの発散角制御（その２） 
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4444－－－－1111－－－－3333    光信号処理光信号処理光信号処理光信号処理回路の要素部品回路の要素部品回路の要素部品回路の要素部品    

 

４－１－３－１４－１－３－１４－１－３－１４－１－３－１    はじめはじめはじめはじめに 

本節では,光位相制御回路のキーコンポーネントである反射型空間光変調器の試作結果に

ついて示す．また，今回試作した，2 次元光ファイバアレー，及びマイクロレンズアレー

の概要について示す． 

 

    

４－１－３－２４－１－３－２４－１－３－２４－１－３－２    反射型反射型反射型反射型空間光変調器空間光変調器空間光変調器空間光変調器    

 

空間光位相変調器としては，液晶などの媒質を透過することにより位相を制御するタイ

プと，反射鏡を機械的に移動させる方法がある. アンテナ給電マイクロ波信号の強度を高

めるためには,光のエネルギー密度を高くすることが望ましいが,一般に液晶ではハイパワ

ーな光では使用できないため，本開発では反射型空間位相変調器を試作し,適用することに

した．このとき，位相（光路長）制御範囲，反射鏡のサイズなどの点から，アレー上に配

したセグメントミラーとアクチュエータを接合した方式を採用していた．(H16 年度にトレ

ードオフ実施) 

図４－１－９に試作した反射型空間光変調器の概観を示す． 

以下に，アクチュエータの制御ドライバの電気特性の評価結果について示し,その後に

光変調器の主要特性の評価結果を示す． 

 

 

 

 

図４－１－９：反射型空間光変調器の概観 

 

アクチュエータ 
(10x10) 

アクチュエータ駆動

ドライバ電源 
ケーブル 

セグメント

ミラー 
(10x10) 
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・・・・評価結果：評価結果：評価結果：評価結果：    

駆動ドライバ出力電圧駆動ドライバ出力電圧駆動ドライバ出力電圧駆動ドライバ出力電圧    

はじめに，アクチュエータの駆動ドライバの電気特性の評価結果を図４－１－１０に示

す．図は空間光変調器の各ミラー（チャンネル１～１００）への駆動電圧の出力レンジを

-50~+150Ｖで 50Ｖ間隔で指定したときの出力電圧の測定結果である．電気出力はアクチュ

エータに接続した状態で測定した．図４－１－１０より出力電圧－５０～＋１５０Ｖが得

られていることが分かる.この電圧範囲をアクチュエータの変動量に換算すると＋５～－

１５μmに相当し，アクチュエータは 20μｍ相当の移動量が制御できることが分かる． 

 

図４－１－１０：駆動ドライバの出力電圧測定 

 

駆動ドライバ電圧分解能測定駆動ドライバ電圧分解能測定駆動ドライバ電圧分解能測定駆動ドライバ電圧分解能測定    

・アクチュエータの駆動ドライバに対し， 100[mV]ステップで電圧指令を行ったときの 

，出力電圧を図４－１－１１に示す． 100mV はアクチュエータの変化量 10nm に相当する．

測定結果より,駆動ドライバのランダムノイズは±５０ｍＶであり，アクチュエータの変動

量の分解能として１０ｎmが得られる．これは波長 1.5μｍでは，0.013 波長であり， 7 ビ

ット移相器の 1 ビットに相当する．通常のフェーズドアレーアンテナでは，4~6 ビット程

度移相器が使用されることが多いく，高精度に制御可能なことが分かる． 

図４－１－１１：駆動ドライバの電圧分解能 
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駆動ドライバ電圧立ち上がり測定駆動ドライバ電圧立ち上がり測定駆動ドライバ電圧立ち上がり測定駆動ドライバ電圧立ち上がり測定    

図４－１－１２に駆動ドライバの電圧立ち上がり特性の測定結果を示す．図より，電圧

立ち上がり速度は約 10[msec]＞７．５[msec]（リンギング発生回避周波数：１３３[Hz]以

下）である． 

図４－１－１２：駆動ドライバ電圧の立ち上がり特性 

 

 

駆動ドライバ出力電圧更新速度測定駆動ドライバ出力電圧更新速度測定駆動ドライバ出力電圧更新速度測定駆動ドライバ出力電圧更新速度測定    

 図４－１－１３に駆動ドライバの電圧更新速度の測定結果を示す． 

電圧更新速度は約１０ｍsec としており，ドライバが応答できていることが確認できる．

なお，データの変動は測定系による誤差であり,ドライバ性能ではない． 

 

 

図４－１－１３：駆動ドライバの繰り返し制御特性 
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各反射鏡への駆動ドライバ印加電圧と反射鏡の移動量の測定結果を図４－１－１４に示す.

図中の各ラインは,反射鏡の１～１００の各々に対応している．測定結果より,駆動電圧 

0~150V で，平均 13.9μm(最小 10.4μm，最大 17.6μm)駆動できることを実証した． 

 

 

図４－１－１４：印加電圧に対する反射鏡の移動量 

 

 

表４－１－２に主な評価結果をまとめる 

H18 年度に本反射型空間光変調器を用いてシステム評価を行う予定である。 

 

 

表４－１－２ 反射型空間光得変調器の評価結果 

アイテムアイテムアイテムアイテム 仕様仕様仕様仕様 実実実実測値測値測値測値 

出力レンジ出力レンジ出力レンジ出力レンジ 
PZT 18um 駆動相当 

（180[V]) 

-50[V]～＋150[V] 

(200[V]) 

駆動分解能駆動分解能駆動分解能駆動分解能 0.1 [um] (目標値: 0.03 [um]) 0.1[V](0.01[um]相当) 

電圧更新速度電圧更新速度電圧更新速度電圧更新速度 1[Hz] 100[Hz] 

電圧立ち上がり速度電圧立ち上がり速度電圧立ち上がり速度電圧立ち上がり速度 133[Hz]以下 100[Hz] 
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4444----1111----3333----3333 光サンプリング光サンプリング光サンプリング光サンプリングアレーのアレーのアレーのアレーの概要概要概要概要    

 

前記，反射型空間光変調器にて位相変調されたビーム光を光ファイバアレーにより空間的

にサンプリングする．光ファイバには，広帯域信号を伝送するためにシングルモードファ

イバを使用が望ましいが，シングルモード光ファイバはコア径（モードフィールド径）が

約１０μmと小さく,また，前述の反射型空間光変調器の画素ピッチは１ｍｍＸ１ｍｍであ

るため，空間光変調器で変調されたビーム光を効率よく光ファイバに結合させるために，

各ファイバにビーム結合用にレンズを装着構成をとる． 

する．以下に,光サンプリング系に使用する，光ファイバアレーとマイクロレンズアレーの

概要を示す． 

 

1. 1. 1. 1. 光ファイバアレー光ファイバアレー光ファイバアレー光ファイバアレー    

図４－１－１５に光ファイバアレーの入射端面の一部の写真を示す.各光ファイバは，Ｖ溝

により精密に位置決めされている．光ファイバの配置は，前記の反射型空間光変調器と同

じ配置をしており，ピッチ１ｍｍ，10ｘ10 本で構成させている． 

 

図 4-1-15 に 2 次元光ファイバアレーの一部(3x3 素子分)の端面写真を示す. 

 

 

 

 

図４－１－１５ 2 次元光ファイバアレーの端面写真 （３ｘ３部分） 

 

1mm 

1mm 

シングルモード光ファイバ 
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２．２．２．２．マイクロレンズアレーマイクロレンズアレーマイクロレンズアレーマイクロレンズアレー    

 

アレーピッチ 1 mm から，シングルモードファイバのモードフィルド径 10µm から NA=0.1 となる．

また，レンズ開口１ｍｍより，焦点距離は５ｍｍとした．マイクロレンズアレーの形態としはバイ

ナリオプティクスを採用した． 

試作レンズアレーの概観を図４－１－１６に，レンズ 1エレメントの中心近傍の３次元断面を図

４－１－１７および図４－１－１８に示す．図４－１－１７および１８において，各段のエッジで

大きなリップルが観測されているが，これらは測定系によるものであり，実物ではこのようなリッ

プルはないと思われる． 

 

 

図４－１－１６：マイクロレンズアレーの概観 （１０ｘ１０素子） 

 

 

 

図４－１－１７ マイクロレンズアレーの 1素子の中心近傍(約 250μm)の断面の様子 

 

 

10mm 

10mm 
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図４－１－１８ マイクロレンズアレーの 1素子の中心近傍の段差 

 

図４－１－１７は 1 エレメントの中心近傍の段差を測定したものである．マイクロレンズ

の段差の設計値は 1段当たり 422nｍである．図４－１－１８の測定結果より，設計通りの

段差が得られていることが確認できる． 

 

 

4444----1111----3333----4444 まとめまとめまとめまとめ    

 

光信号処理回路に使用する，キーコンポーネントである反射型空間光変調器及び,変調光

サンプリングするサンプリングアレーの概要を示した． 

 Ｈ１８年度にこれらを用いて，光制御型ビーム形成回路を構築し,システム評価を実施す

る予定である． 
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4444－－－－1111－－－－4444    まとめまとめまとめまとめ  

 

光信号処理回路における，光波面生成技術について，要素試作および，制御アルゴリズム

の検討をおこなった． 

 

・要素試作： 

 反射型空間光変調器の試作を行い,所望の特性が得られた.H18 年度にこれらの部品を用

いて，光信号処理回路のシステム構築,評価を行う予定である． 

 

 

・制御アルゴリズム 

 反射型空間光変調器に与える位相信号の計算アルゴリズムの検討を行った. 
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4444－－－－2222    光信号処理回路技術光信号処理回路技術光信号処理回路技術光信号処理回路技術(E/O, O/E(E/O, O/E(E/O, O/E(E/O, O/E 変換技術変換技術変換技術変換技術))))の研究開発の研究開発の研究開発の研究開発 

 

4444－－－－2222－－－－1111    はじめにはじめにはじめにはじめに    

    

 近年、光通信の技術発展は目覚しく、様々な光伝送技術が研究・開発されている。また、光伝

送システムに用いられる光変調器、光検出器など、種々のデバイスが実用化されている。しかし

ながら、従来の光通信はデジタル通信がメインであるため、一般的な光デバイスもデジタル光

通信用に最適化されているものが多い。このため一般的な光デバイスは、本開発目標であるア

ナログ通信の光信号処理型ビーム形成回路に用いるには、ダイナミックレンジ、スプリアスなど

の特性が必ずしも適していない。ここでは、本開発における光信号処理回路技術のうち、アナロ

グ光通信のマイクロ波伝送部分、特に、マイクロ波／光変換および、光／マイクロ波変換技術

(E/O,O/E 変換技術)について、E/O､O/E 変換装置でキーデバイスとなる高出力 PD について検

討を行った。以下に内容を示す。 
 
 

4444－－－－2222－－－－2222    PDアレーによるアレーによるアレーによるアレーによる O/E変換装置の変換装置の変換装置の変換装置の高出力高出力高出力高出力化化化化    

    
 一般的なデジタル光通信と異なり、本装置においては、アナログ信号の光伝送が必要である。

このため、ダイナミックレンジ、スプリアスなどの特性がアナログ通信に適したシステムが必要

になる。アナログ光通信である光マイクロ波伝送の方式については、大きく直接変調方式とヘテ

ロダイン変調方式に分けられる。先に、本開発の装置に適した方式として、これら両者の比較を

行い、受信能力の高さなどの点で、ヘテロダイン変調方式がより適した方式であるとの結果を得

た。この方式の特性を十分に活用するには、O/E 変換装置において、光の入力パワーに対して

PD （Photo Diode）が飽和しないことが必要である。一般の光通信用 PDでは出力電力レベル

は限られており、大きな電力を得ることは難しい。このため、PDで出力されたマイクロ波をさ

らにマイクロ波増幅器等で増幅し、アンテナ等の後段回路に供給する必要がある。しかし、本マ

ルチビームアンテナ装置ではアレーアンテナを用いているため、アレーアンテナ素子の一つ一つ

にマイクロ波増幅器を接続する必要が生じ、装置の大型化、高消費電力化が避けられない。この

ため、より小さな増幅器で済むように、高いパワーでも飽和しない、高出力 PDが望まれる。 
 このような、高出力 PDの一構成として図 4-2-1に示すような PDアレーを考える。 

    
図 4-2-1: PDアレー 

 
 
 図４-2-1の PDアレーでは、入力する光をカプラでN分割しN個の PD素子にそれぞれ入力する。

N-素子PDアレー 

RF出力 

RFコンバイナ 

光入力 

1/N光カップラ 
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それぞれの PD素子で生じたマイクロ波を、コンバイナにより合成し RF出力とする。この構成によ

り、各 PD 素子で取り出すことのできる最大パワーをさらに N 倍することができ、ハイパワーの出

力が可能となる。さらに、各 PD素子自体も従来の PDよりも高出力化することにより、さらに PD
アレーの高出力化が可能になると考えられる。以下、PDアレーの構成検討、および PD素子単体の

高出力化検討について述べる。 

    

    

4-2-3      PDアレーの構成方式トレードオフアレーの構成方式トレードオフアレーの構成方式トレードオフアレーの構成方式トレードオフ 

    

    
（（（（a））））    並列合成並列合成並列合成並列合成方式方式方式方式 

 
 PDからの RF出力を合成する方法として、大きく２通りの方法が考えられる。１つは図４-2-2に

示すように複数の PDを並列に接続し合成出力を得る方法である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-2-2: 並列合成 
 
 この方法では各々の PDから出力される RF信号は同時に加算される。このため、各 PDに入力す

る光信号も同時に入力すれば良い。また、各 PDが同じ状態で動作するため、PD単体の動作を最適

化し、それを合成するという設計方法が可能である。 
 
（（（（b））））    進行波合成進行波合成進行波合成進行波合成方式方式方式方式 

 
 もう一つの合成方法として、図４-2-3に示すように、電気的に容量性の特性を有する PDを、誘導

性を有する回路（例えば高インピーダンス線路）とはしご型に接続した、進行波合成方式である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4-2-3: 進行波合成 

 

 この方法では、PDの合成数によらず、出力インピーダンスが一定であるという特徴を有しており、

ＰＤ 
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広帯域化に有利な構成である。各 PDからの RF出力は一定の遅延時間をおきながら加算される。こ

のため、各 PDに入力する光信号にあらかじめ遅延時間を持たせておく必要がある。また、PDから

発生する RF 出力が徐々に加算されていく構成であるため、PD ごとに動作条件が異なり、回路の設

計はやや煩雑になる。 

 このように、並列合成方式と進行波合成方式とでは、メリット、デメリットがあり、適用する装置

により、最適な構成が異なる。表 4-2-1に、これらの特性をトレードオフ表として示す。本マルチビ

ームアンテナ装置に使用する O/E 変換装置において、どの構成がより適しているか、今後検討を続

けていく予定である。 
 

表 4-2-1: 合成方式のトレードオフ表 
 
 入力信号位相差 ＰＤの動作 回路のインピー

ダンス 
動作帯域 

並列合成方式 同相入力 各ＰＤの動作条

件が均一 
ＰＤの数により

変化 
整合回路接続に

より狭帯域化も 

進行波合成方式 遅延時間の調整

が必要 
位置により動作

条件が異なる 
ＰＤの数によら

ず一定 
広帯域 

 
 

4-2-4 PD単体の高出力化単体の高出力化単体の高出力化単体の高出力化 
 

4-2-4-1    PD単体の仕様単体の仕様単体の仕様単体の仕様 

 

 PDをアレーにし、各 PDからの RF出力を合成することにより、高出力な O/E変換装置が得られ

る。しかし、一般のデジタル光通信用 PDの飽和 RF出力は 10mW程度である。例えば PDを合成し

て 1Wの RF出力を得るには PDを約 100個接続する必要がある。実際には合成回路による RFの損

失が生じるため、より多くの PDが必要になる。このように多くの PDを接続することは大きさの上

でも不利であり、また、配線、組み立ても煩雑になるため、製作の容易さ、コストなどでも不利にな

る。 

 PD単体からの RF 出力を大きくできれば、同じ出力をより少ない PDの合成で実現でき、上記の

問題が解消されると考えられる。ここでは、本マルチビームアンテナ装置の O/E 変換装置に使用す

る PDとしての仕様検討を特に出力電力の観点から行い、これを元に PDの試作を行った。 

 

 PD素子に印加する電圧 Vと、流れる電流 Iの関係は次式で表すことができる。 
 

I = IS exp
eV

kBT

 

 
  

 
 −1

 
 
 

 
 
 

− Ish
  （4-2-1） 

 

ここで、Isは PDの p-n接合の逆飽和電流、eは電子の素電荷、kBはボルツマン定数、Tは絶対温度

である。また、Isは入力光によって生じる光電流であり、次式で表される。 

 

Ish = η e
P

hν     （4-2-2） 
 

ここで、ηは量子効率、Pは入力光のパワー、hはプランク定数、νは入力光の周波数である。式（4-2-2）

から分かるように PDの光電流 Isは入力光のパワーPに比例する。 
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 いま、PDが逆バイアス状態（V<0）であるとすると、式（4-2-1）の指数関数の引数が負にな

り、指数関数の値が０に非常に近い値となる。PD の逆飽和電流 Is も小さい値であるので、PD

に流れる電流は、ほぼ光電流 Isだけであると近似できる。 

 このような近似のもとに、PD の動作特性を考えてみる。図４-2-4 は、PD に負荷抵抗を接続

した場合の回路である。図４-2-5は、このときの PDの動作特性を示す。 

 

 

図４-2-5では、分かりやすいように、逆バイアス時に、電圧が正になるように示している。すな

わち、式（4-2-1）の電流 V、電圧 Iの符号を共に反転させている。負荷抵抗が接続され、あるバ

イアス電圧が印加されたとき、PD の動作は図中に示す負荷直線の上を動いていく。PD の瞬時

の動作点が直線上のどの位置になるかは、その瞬時における入力光のパワーで決定される。入力

光のパワーが RF信号により正弦波状に変調されている場合、PDの動作点も時間とともに負荷

直線上を正弦波状に移動する。PDからの RF出力電力を大きくするには、この負荷直線上の振

幅において、電圧 Vの振幅と電流 Iの振幅との積が大きくなる必要がある。負荷直線の電流の最

大値は PDの飽和電流で制限される。したがって、高出力を得るには飽和電流の大きい PDが望

まれる。 

 いま、一つの目安として、４合成 PDアレーからの RF出力電力 1Wを得ることを考える。電

力合成損失を考慮すると、PD１つあたりからの出力電力は 0.3W 程度必要となる。負荷抵抗を

200Ωとすると、RF 電流の実効値は 39mA が必要である。したがって、ピーク・トゥー・ピー

ク(p-p)の電流値では 2√2倍の 110mAが必要となる。このため、PDの飽和電流は 110mA以上

あることが条件となる。 

 PDアレーから同じ 1Wを得る場合、合成 PD数を４個ではなく、８個、１６個などと多くす

ることによって、PD 単体の必要出力電力は小さくなるので、PD 単体の飽和電流も小さくてす

む。しかし、ここでは一つの目安ではあるが、この 110mAを PD単体の飽和電流の目標値とす

ることにした。 
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図 4-2-4 PD 回路 

    

    

    

図 4-2-5:ＰＤの動作特性 
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4-2-4-2    PD単体の評価結果単体の評価結果単体の評価結果単体の評価結果 

    
（（（（a））））    測定系測定系測定系測定系 

 
 以上の目標値にしたがって、PD を試作しその飽和電流を評価した。図４-2-6 に、PD の評価測定

系を示す。 

図図図図    4444----2222----6666    測定系測定系測定系測定系        

    
 LD光源からのレーザ光に、LN変調器で RFの変調をかける。変調信号周波数は 10GHz、変調度

は 95%とした。変調光を光ファイバアンプで増幅し光学モジュールを通して PDに照射した。PDに

はバイアスＴを介して DCバイアスが印加されており、バイアスＴで分離した RF出力のパワーを測

定することにより、電流値に換算した。RFは 50Ω系に統一している。 

    
（（（（b））））    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 図４-2-7に、PD単体の飽和電流測定結果を示す。 

 
 
 

図図図図 4444----2222----7777: PD: PD: PD: PD電流電流電流電流(p(p(p(p----p)p)p)p)測定結果測定結果測定結果測定結果    
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 入力光のパワーを増加していくと、PDに流れる直流平均電流が増加していく。図４-2-7では

横軸にこの直流電流をとっている。縦軸は PDから出力される RF電流のピーク・トゥー・ピー

ク値である。入力光の変調度は一定であるので、直流電流の増加に従い PD から出力される RF

電流も増大していく。しかし、あるところで RF電流が飽和していく。図から、最大電流として

110mAが得られていることが分かる。これは目標とした電流値とほぼ同等な値である。 

 今後この PDを用いて PDアレーによる電力合成について検討を行っていく予定である。 

    
 

    

4444－－－－2222－－－－5555    まとめまとめまとめまとめ    

 

 光信号処理回路における E/O,O/E変換装置における検討として、PDアレーによる RF出力の

高出力化、および、PD単体の高出力化について検討を行った。本マルチビームアンテナ装置に

必要な PD単体の仕様を検討し、PDの試作・評価を行った。試作した PDの飽和電流はほぼ目

標値と同じ値が得られた。 
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4444－－－－3333    指向性合成技術の研究開発指向性合成技術の研究開発指向性合成技術の研究開発指向性合成技術の研究開発 

 

4444－－－－3333－－－－1111    はじめにはじめにはじめにはじめに 

光制御型ビーム形成回路は基礎研究段階であるため、光領域で形成した光波の波面分布と、アンテナ

放射パターンとの関係に関して、指向性合成技術が確立されていないのが現状である．光領域での低サイ

ドローブ低減および校正技術に関して検討した. 

    

4444－－－－3333－－－－2222    指向性合成技術指向性合成技術指向性合成技術指向性合成技術    

 アレーアンテナのサイドローブ低減化方法として，一般的なアレーアレーアンテナでは，強度分布をテー

ラー分布やチェビシェフ分布などに設定することが多い． 光制御ビーム形成回路においても，空間強度

変調を行うことにより，テーラー分布やチェビシェフ（Chebyshev）分布を形成することは可能であるが,4-1

節で示したように，光ファイバから出射したビームはガウスビームとなっていること，ガウスビームが空間に出

射した，光学系により平行光に変換したビームも同様にガウスビームであることから，光学系（コリメート系）

の設計のみで強度分布にテーパーを形成することが可能である． 

本報告では,光学系の調整で可能なガウスビームのビーム系によるサイドローブレベルをシミュレーショ

ンにより求め,有効性を示したものである.  

方形開口アレーの場合，第 1 サイドローブレベルは-１３.３ｄB である．ここでは，第 1 サイドローブのレベ

ルを-20dB 以下を目標にする． 

以下に計算条件を示す． 

 

表表表表 4444----3333----1111：計算条件：計算条件：計算条件：計算条件    

反射型空間光変調器 １０ｘ１０，ピッチ １ｍｍ，正方配列 

サンプリング用光ファイバアレー 10x10，ピッチ １ｍｍ，正方配列 

アレーアンテナ 素子数１０ｘ１０，素子間隔 1λ，正方配列 

信号光ビームの強度分布 ガウス分布（ビーム径は変数 

ローカル光ビームの強度分布 ガウス分布（信号光ビームと同じビームサイ

ズとする） 

 

図４－３－２～４－３－５にアンテナ励振強度分布と，アレーファクタ（アンテナ放射パターン）の計算結果を

示す．図４－３－６，７に信号光及びローカル光のビームサイズに対する，水平方向軸上でのアレーファク

タを示す. 

 

図 4-3-1 信号光ビーム，ローカル光ビームとアンテナ放射パターンの関係 
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図図図図 4444----3333----2222 アレーファクタアレーファクタアレーファクタアレーファクタ    ((((等振幅励振等振幅励振等振幅励振等振幅励振))))    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンテナ励振強度分布   アレーファクタ 

図図図図 4444----3333----3333    アンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアレーファクタアレーファクタアレーファクタアレーファクタ    ((((光ビーム径 ω=5．0mm 時))))    
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アンテナ励振強度分布   アレーファクタ 

図図図図 4444----3333----４４４４    アンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアレーファクタアレーファクタアレーファクタアレーファクタ    ((((光ビーム径 ω=7．5mm))))  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンテナ励振強度分布   アレーファクタ 

    

図図図図 4444----3333----5555    アンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアンテナ励振強度およびアレーファクタアレーファクタアレーファクタアレーファクタ    ((((光ビーム径 ω=10.0mm))))  
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図図図図 4444----3333----6 6 6 6 ：信号光及びローカル光のビーム幅に対するアンテナ放射パターンの計算結果：信号光及びローカル光のビーム幅に対するアンテナ放射パターンの計算結果：信号光及びローカル光のビーム幅に対するアンテナ放射パターンの計算結果：信号光及びローカル光のビーム幅に対するアンテナ放射パターンの計算結果    

 

 

図図図図 4444----3333----7 7 7 7 ：信号光及びローカル光のビーム幅に対するサイドローブレベルとビーム幅の計算結果：信号光及びローカル光のビーム幅に対するサイドローブレベルとビーム幅の計算結果：信号光及びローカル光のビーム幅に対するサイドローブレベルとビーム幅の計算結果：信号光及びローカル光のビーム幅に対するサイドローブレベルとビーム幅の計算結果    

 

本計算例では、光サンプリングエリアサイズの 1.5 倍のビーム径の光波ビームを用いることにより、サイドロ

ーブレベル<-20dB が得られる見込みが得られた。 

 

4444----3333----2222----3333．．．．    まとめまとめまとめまとめ    

 光空間ビームを用いた光ビーム形成回路において，光ファイバの伝搬モードはガウス分布であることから，

ガウスビームを形成するのは容易である．ファイバから出射したビームのコリメート系の焦点距離により，比

較的柔軟に任意のビーム系のガウスビーム形成が可能であり，光 BFN に適している． 

 また，今回のシミュレーションにより光学系の設計により，サイドローブレベル<-20ｄB が可能であることを

示した． 
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4444－－－－3333－－－－3333    アンテナ校正技術アンテナ校正技術アンテナ校正技術アンテナ校正技術    

 

4-3-3-1. はじめにはじめにはじめにはじめに 
 

 衛星通信やレーダなどに搭載されるフェーズドアレーアンテナの大規模化に伴い，ビー

ム制御回路の小型化，低消費電力化などが課題となっている．これらの課題を解決するた

めの一手段として，給電系，ビーム制御系を光コンポーネントで構成する光制御フェーズ

ドアレーアンテナ（以下，光制御 PAA）技術について検討している．ここでは光空間位相

制御による光制御 PAA について，SLM（Spatial Light Modulator：空間光変調器）を用いる

ことによる REV 法（Rotating element Electric field Vector method：素子電界ベクトル回転法）

の適用について検討したので報告する． 
 

4-3-3-2    SLMを用いた光制御を用いた光制御を用いた光制御を用いた光制御 PAA構成構成構成構成 
 

    図４－３－８に SLM による REV 法を適用した光制御 PAA の構成図を示す．アンテナのキャリ

ブレーションは，アンテナ給電位相を形成する信号光ビームで行ってもよいが，信号処理系と校正

系を分離した構成で説明する. 図４－３－８に示すように，ローカル光に対して,空間位相変調器

によりその位相分布を変化させることにより，O/E で形成するマイクロ波信号の位相量を変化させ

ることが可能である． 

 

 

 

図図図図 4-3-8    アンテナ構成図アンテナ構成図アンテナ構成図アンテナ構成図 
 

空間位相変調器による位相変化量を ( )m
k∆ とすると，アレーアンテナの励振分布は次式で表され

る． 

( )
0

0 0

0

2
( cos sin )

( ) ( )
k k

m

r
j x y

j kF

RFA k p k e e

π
φ φ

λ
+

∆= ⋅ ⋅     (4-3-1) 

ここで， ),( kk yx は光サンプリングアレーの位置座標， 0r は空間光変調器の駆動素子の位置の光軸

からの距離， 0φ は x 軸とのなす角度，mは空間位相変調器のビット数である． 

 式(4-3-1)に示されるように，SLM による位相量を変化させることにより，アレーアンテナ励振分

布の位相量が変化するため，以下に示すように，REV 法を適用する． 

 

 アレーアンテナを動作させた場合，ある方向における合成電界ベクトル図は図４－３－９のよう

に表すことができる．ここで，空間光変調器により着目するｎ番目の素子の位相を変化させると図

1 に示されるように n 番目の素子の電界ベクトルの回転に伴って合成電界ベクトルが変化する．こ

の合成電界ベクトルの振幅の変化を測定し，その測定結果より，n 番目の素子の振幅・位相を推定
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する． 

図４－３－９において，初期状態の合成電界ベクトルの振幅・位相を 0E ， 0φ ，着目するｎ番目

の素子の電界ベクトルの振幅・位相を nE ， nφ とする．このｎ番目の素子の位相を∆ だけ変化させ

たときの合成電界は次のように書くことができる． 

( ) ( )∆++−= nn j
n

j
n

j
eEeEeEE

φφφ0
0

&      （４－３－２） 

ここで，ｎ番目の素子の相対振幅・位相を 

0E

E
k

n=         （４－３－３） 

0φφ −= nX        （４－３－４） 

とおいて，式（４－３－２）を変形すると合成電力Qは次のようになる． 

 

 

 

図図図図４－３－９４－３－９４－３－９４－３－９    合成電界ベクトル図合成電界ベクトル図合成電界ベクトル図合成電界ベクトル図 
 

( ) ( )0
22

2
0

2

2 ∆+∆++=≡ coskYkY
E

E
Q

&

    （４－３－５） 

ただし， 

( ) XkXY 222
sincos +−=       （4-3-6） 

kX

X

−
=∆

cos

sin
tan 0       （４－３－７） 

つまり，一つの素子の位相変化により合成電力Qは式（４－３－５）のように余弦的に変化する．

この合成電力の推移を，図４－３－１０に示す．ここで， 0∆− は合成電力Qの最大値を与える位相

である．合成電力Qの最大と最小の比を 

( )
( )2

2
2

kY

kY
r

−

+
=       （４－３－８） 

とおくと，ｎ番目の素子の相対振幅 kと相対位相 Xは rの符号に対応して次のようになる． 
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図４－３－１０ REV 法による合成電力の推移 

 

rの符号が正の場合： 

2
0

1

21 Γ+∆Γ+

Γ
=≡

cos

kk     （４－３－９） 










Γ+∆

∆
=≡ −

0

01
1

cos

sin
tanXX     （４－３－１０） 

rの符号が負の場合： 

2
0

2

21 Γ+∆Γ+

Γ
=≡

cos

kk     （４－３－１１） 

( )








Γ+∆

∆
=≡ −

1cos

sin
tan

0

01

2XX     （４－３－１２） 

ただし， 

1

1

+
−

=Γ
r

r
      （４－３－１３） 

 

以上より，ｎ番目の素子の位相を変化させたときの合成電力Qを測定し，Qの最大値を与える位相

0∆− ，Qの最大値と最小値との比 rを求めることにより，ｎ番目の素子の相対振幅・位相を得るこ

とができる． 

式（４－３－８）より得られるQの最大値と最小値との比 rの複号により，ｎ番目の素子の相対振

幅 kと相対位相 Xは 2 組の解が得られる．そこで，この２組の解の判定をする必要がある．一般に

良く用いられるのは以下の方法である． 

 

〇 初期位相分布の異なる二つの状態でそれぞれ 2 組の解を求め，1 回目と 2 回目とで互いに数値

の等しい jXke の組を解とする． 

 

4444－－－－3333－－－－3333－－－－3333    まとめまとめまとめまとめ    
    
 光空間位相制御による光制御アレーアンテナイ校正に空間位相変調器を用いることによ

るキャリブレーション法について検討した．光サンプリングアレーの各素子に対応した空

間位相変調器の位相量を変化させ REV 法を適用することによりキャリブレーションが可

能である． 

 

0∆−  

空間光変調器で設定した位相量 

 

R
ec
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v
ed
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ow
er
 l
ev
el
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4－－－－3－－－－4    まとめまとめまとめまとめ 

    

 指向性合成について検討した．通常の光ファイバ内を伝搬する光波のガウス分布であることを利用し,光ファイ

バから出射したビームを所望のビーム径をなす焦点距離のコリメータと組み合わせることにより，振幅テーパーを

形成し,サイドローブを低減できることを確認した．本方法は，通常のテイラーやチェビシェフ分布とは異なる

が,光学系の調整のみで容易に振幅テーパーを形成することが可能である。シミュレーションにより、サイド

ローブレベル ＜－２０ｄB が達成できることを確認した。 

 光の位相制御により、従来マイクロ波のアレーアンテナにて行っていた素子電界ベクトル回転法（REV）が

適用できることを示した。 

 以上の結果を用いて、H18 年度に実験的に評価検証を実施する予定である。 

 

今回の検討は,アンテナ放射パターンは前章で示しごとく,光信号処理により演算するが，サイドロ

ーブ制御，校正は従来のアレーアンテナの指向性合成方法を踏襲したものであり，従来より研究さ

れてきた様々な技術を利用できる．これに，今回研究を行っている光信号処理技術と融合すること

により，より高精度な校正,低サイドローブ化の検討を行う予定である． 
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4444－－－－4444    総括総括総括総括  

 

「移動体向け超高速通信用衛星搭載ビーム形状可変マルチビームアンテナ装置の研究開

発」におけるＨ17 年度の各課題の実施内容をまとめる． 

 

１．光信号処理回路技術（光波面生成技術）１．光信号処理回路技術（光波面生成技術）１．光信号処理回路技術（光波面生成技術）１．光信号処理回路技術（光波面生成技術）    

（１）光信号処理アルゴリズム開発（１）光信号処理アルゴリズム開発（１）光信号処理アルゴリズム開発（１）光信号処理アルゴリズム開発    

所望アンテナ放射ビーム強度分布を得るための空間光位相変調器の位相変換量演算方法

として IFTA（Iterative Fourier Transform Algorithm）法について着目し,シミュレーシ

ョンにより有効性を確認した。ただし，ローカルミニマムを解とするなどの課題が残って

いるが,最適な初期値選択などで対策可能と考えている。 
平成１８年度は，アルゴリズムの精度向上とともに，実験的に検証をおこない，アンテ

ナ制御に適した光信号処理アルゴリズム技術を確立させる予定である． 
 

 

（２）要素部品の開発（２）要素部品の開発（２）要素部品の開発（２）要素部品の開発    

 光信号処理回路のキーコンポーネントであるセグメントミラーを用いた反射型空間光変

調器を試作した．試作機に対し，ミラーの変位量（位相変調量），応答時間，駆動精度など

の基本特性の評価を実施し,所望の特性が得られる確認した． 

 平成１８年度は,他の光学部品とともに，光制御ビーム形成回路の全体試作,波面生成の

実証を行う予定である． 
 

 

 

２．２．２．２．光信号処理回路技術光信号処理回路技術光信号処理回路技術光信号処理回路技術（（（（E/OE/OE/OE/O,O/,O/,O/,O/EEEE 変換技術変換技術変換技術変換技術））））    

    

 光信号処理回路における E/O,O/E 変換装置における検討として、PD アレーによる RF
出力の高出力化、および、PD 単体の高出力化について検討を行った。本マルチビームア

ンテナ装置に必要な PD単体の仕様を検討し、PDの試作・評価を行った。試作した PDの

飽和電流はほぼ目標値と同じ値が得られた。 
 平成１８年度には，このＰＤのアレー化による電力合成について検討を行っていく予定

である． 
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３．指向性合成技術３．指向性合成技術３．指向性合成技術３．指向性合成技術    

    

（１）低サイドローブ化技術（１）低サイドローブ化技術（１）低サイドローブ化技術（１）低サイドローブ化技術    

    

 信号光ビーム及び，ローカル光ビームに対し，コリメート光学系の設定によるビーム径

制御により，サイドローブレベルを制御できることをシミュレーションにより示した. 

 この結果，光学系の設計のみでサイドローブレベル＜－２０ｄＢを得られる見込みを得

た. 

 平成１８年度には,上記の１の光信号処理回路を用いて,実験による検証をおこない，解

析技術を確立させる予定である． 
 

（２）校正技術（２）校正技術（２）校正技術（２）校正技術    

    

 光領域で信号光もしくは，ローカル光ビームの空間位相を制御することで，従来のアレー

アンテナで行われていた素子電界ベクトル回転法（REV 法）が，光領域でも適用できるこ

とを示した． 

 平成１８年度には,上記の１の光信号処理回路を用いて,実験による検証をおこない，光

領域での校正技術を確立させる予定である． 
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５５５５    参考資料参考資料参考資料参考資料・・・・参考文献参考文献参考文献参考文献    

    
５－５－５－５－１１１１    研究発表研究発表研究発表研究発表・・・・講演等一覧講演等一覧講演等一覧講演等一覧 

 
 なし 
 
    


